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(57)【要約】
【課題】電解液中のイオン濃度が放電により偏る性質を
有する二次電池について、放電による電解液中のイオン
濃度の偏りを抑制し、放電劣化の発生を抑制することで
ある。
【解決手段】車載二次電池の充放電制御装置４０は、エ
ンジン１８と回転電機１５，１６と二次電池である蓄電
装置２０を搭載する車両においてエンジン１８から蓄電
装置２０への電力供給が停止しており、蓄電装置２０が
放電によって電解液中のイオン濃度が偏る程度を示す指
標値Ｅを取得し、車両のシフトレバー機構１２からシフ
トポジションを取得し、取得されたシフトポジションが
ニュートラルポジションであり、取得された指標値Ｅが
電池劣化発生閾値を超えるときに、報知手段１４に対し
、ニュートラルポジションを他のシフトポジションに変
更する内容の警告の報知を行わせる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エンジンと回転電機と二次電池を搭載する車両においてエンジン側から前記二次電池へ
の電力供給が停止しており、
　前記二次電池が放電によって電解液中のイオン濃度が偏る程度を示す指標値が予め定め
た電池劣化発生閾値を超えるときに、所定の警告をユーザに対し報知する報知手段を有す
ることを特徴とする車載二次電池の充放電制御装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の車載二次電池の充放電制御装置において、
　前記指標値を取得し、
　前記車両のシフトポジションを取得し、
　取得された前記シフトポジションがニュートラルポジションであるときは、前記エンジ
ン側から前記二次電池への電力供給が停止しているとして、取得された前記指標値が前記
電池劣化発生閾値を超えるときに、前記所定の警告として、前記ニュートラルポジション
を他の前記シフトポジションに変更するように前記報知を行うことを特徴とする車載二次
電池の充放電制御装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の車載二次電池の充放電制御装置において、
　前記報知を行った後に、取得された前記指標値が前記二次電池の劣化側に増加し、その
増加量が予め定めた閾値増加量を超えるときに、前記二次電池の放電を停止させる処理を
行うことを特徴とする車載二次電池の充放電制御装置。
【請求項４】
　請求項２に記載の車載二次電池の充放電制御装置において、
　前記報知の後に前記シフトポジションを取得し、
　前記報知が行われた時点から予め定めた所定期間内において、取得された前記シフトポ
ジションが、前記ニュートラルポジションから他の前記シフトポジションに変更された後
、再び前記ニュートラルポジションに戻されたときに、前記報知した前回の所定の警告よ
りも強い警告方法で、前記ニュートラルポジションを他の前記シフトポジションに変更す
るように前記報知を行うことを特徴とする車載二次電池の充放電制御装置。
【請求項５】
　請求項３に記載の車載二次電池の充放電制御装置において、
　前記放電停止が行われた後に前記シフトポジションを取得し、
　前記放電停止が行われた時点から予め定めた所定期間内において、ユーザの操作により
放電停止解除要求が行われ、取得された前記シフトポジションが前記ニュートラルポジシ
ョンの状態のままであるときは、ユーザの放電停止解除要求に対して予め定めた所定の待
機時間を付加する処理を行うことを特徴とする車載二次電池の充放電制御装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の車載二次電池の充放電制御装置において、
　前記指標値は、
　前記二次電池の電極間における電解液中のイオン濃度偏りを示す劣化評価値、または、
　前記二次電池の放電期間における電池抵抗の上昇率、または、
　前記二次電池の放電電流値の時間積分値、
のいずれか１であることを特徴とする車載二次電池の充放電制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車載二次電池の充放電制御装置に係り、特に、電解液中のイオン濃度が放電
により偏る性質を有する二次電池がハイブリッド車両に搭載されるときの車載二次電池の
充放電制御装置に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　ハイブリッド車両において、ユーザによってシフトレバーがニュートラルポジションに
シフト操作されたときに、エンジンおよび回転電機を非駆動状態とする仕様を有するもの
がある（例えば、特許文献１）。このハイブリッド車両では、シフトレバーがニュートラ
ルポジションにあると、バッテリに充電する電力を発生できない。一方で、回転電機以外
の機器には、夜間におけるランプ照明灯のようにニュートラルポジションであっても電力
供給が必要なものがある。これらの放電により、ニュートラルポジションでは、バッテリ
の残存容量であるＳＯＣ（Ｓｔａｔｅ　Ｏｆ　Ｃｈａｒｇｅ）が低下し続けることになる
。
【０００３】
　そこで、特許文献１には、ハイブリッド車両の制御装置として、バッテリの残存容量で
あるＳＯＣが所定の閾値に低下すると、ニュートラルポジション以外のシフトポジション
を選択することを促す警告を出力することが開示されている。
【０００４】
　特許文献２には、バッテリとしてリチウムイオン電池を用いるハイブリッド車両におい
て、大電流での放電を続けるとバッテリが劣化することを指摘している。ここでは、放電
によるバッテリの劣化に関する評価値をイオン濃度の偏りの変化に対応させるように算出
し、評価値が目標値から劣化側に変化すると放電電力上限値（ＷOUT）を小さくすること
が述べられている。
【０００５】
　特許文献３は、ハイブリッド車両において継続的な放電によってもバッテリが劣化する
と述べ、その監視方法として、電池抵抗の上昇度合の監視や、リチウムイオン電池におけ
る電解液中のリチウムイオン濃度の電極間における偏りを示す劣化評価値Ｄの監視が述べ
られている。ここでは、劣化評価値Ｄが閾値を超えるとバッテリの放電電力上限値（ＷOU

T）の制限を開始することが述べられている。
【０００６】
　劣化評価値Ｄは、｛Ｄ（今回のサイクルタイム）＝Ｄ（前回のサイクルタイム）－Ｄ（
－）＋Ｄ（＋）｝で求められる。劣化評価値の減少量Ｄ（－）は、忘却係数Ａが大きいほ
ど、サイクルタイムが長いほど大きい値になり、劣化評価値の増加量Ｄ（＋）は、バッテ
リ放電電流値が大きいほど、サイクルタイムが長いほど大きな値となる。忘却係数Ａは、
バッテリの電解液中のリチウムイオンの拡散速度に対応する係数で、バッテリの温度が高
いほど大きな値となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－０９４１７８号公報
【特許文献２】特許第４４９４４５３号明細書
【特許文献３】特開２０１２－２１８５９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　リチウムイオン電池のように電解液中のイオン濃度が放電により偏る性質を有する二次
電池では、一時的大電流放電により劣化し、大電流放電でなくても継続的放電によっても
劣化することが知られている。放電劣化が進むと、これらの二次電池の充電能力等が低下
する。特許文献１はＳＯＣの監視であるので、これらの二次電池の放電劣化の発生に対し
て十分ではない。特許文献２，３ではリチウムイオン電池の放電劣化を監視できるが、Ｗ

OUTによる放電制限では回転電機を駆動するインバータ回路の動作が停止されるが、ライ
トやランプ等への放電までは停止しないので、やはり放電が継続され、放電劣化が進行す
る。例えば、ユーザによってシフトレバーがニュートラルポジションにシフト操作された
ときに、エンジンおよび回転電機を非駆動状態とする仕様のハイブリッド車両の場合では
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、シフトポジションがニュートラルにあるとき、エンジンは停止してエンジンから二次電
池への充電が行われないにも関わらず、ライトやランプ等への放電が継続するので、二次
電池の放電劣化が進行する。
【０００９】
　本発明の目的は、電解液中のイオン濃度が放電により偏る性質を有する二次電池につい
て放電劣化の発生を抑制できる車載二次電池の充放電制御装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る車載二次電池の充放電制御装置は、エンジンと回転電機と二次電池を搭載
する車両においてエンジン側から二次電池への電力供給が停止しており、二次電池が放電
によって電解液中のイオン濃度が偏る程度を示す指標値が予め定めた電池劣化発生閾値を
超えるときに、所定の警告をユーザに対し報知する報知手段を有することを特徴とする。
【００１１】
　本発明に係る車載二次電池の充放電制御装置において、指標値を取得し、車両のシフト
ポジションを取得し、取得されたシフトポジションがニュートラルポジションであるとき
は、エンジン側から二次電池への電力供給が停止しているとして、取得された指標値が電
池劣化発生閾値を超えるときに、所定の警告として、ニュートラルポジションを他のシフ
トポジションに変更するように報知を行うことが好ましい。
【００１２】
　本発明に係る車載二次電池の充放電制御装置において、報知を行った後に、取得された
指標値が前記二次電池の劣化側に増加し、その増加量が予め定めた閾値増加量を超えると
きに、二次電池の放電を停止させる処理を行うことが好ましい。
【００１３】
　本発明に係る車載二次電池の充放電制御装置において、報知の後にシフトポジションを
取得し、報知が行われた時点から予め定めた所定期間内において、取得されたシフトポジ
ションが、ニュートラルポジションから他のシフトポジションに変更された後、再びニュ
ートラルポジションに戻されたときに、報知した前回の所定の警告よりも強い警告方法で
、ニュートラルポジションを他のシフトポジションに変更するように報知を行うことが好
ましい。
【００１４】
　本発明に係る車載二次電池の充放電制御装置において、放電停止が行われた後にシフト
ポジションを取得し、放電停止が行われた時点から予め定めた所定期間内において、ユー
ザの操作により放電停止解除要求が行われ、取得されたシフトポジションがニュートラル
ポジションの状態のままであるときは、ユーザの放電停止解除要求に対して予め定めた所
定の待機時間を付加する処理を行うことが好ましい。
【００１５】
　本発明に係る車載二次電池の充放電制御装置において、指標値は、二次電池の電極間に
おける電解液中のイオン濃度偏りを示す劣化評価値、または、二次電池の放電期間におけ
る電池抵抗の上昇率、または、二次電池の放電電流値の時間積分値、のいずれか１である
ことが好ましい。
【発明の効果】
【００１６】
　上記構成の車載二次電池の充放電制御装置によれば、エンジン側から二次電池への電力
供給が停止しており、二次電池が放電によって電解液中のイオン濃度が偏る程度を示す指
標値が予め定めた電池劣化発生閾値を超えるときに、所定の警告をユーザに対し報知する
。これにより、放電によって電解液中のイオン濃度が偏る性質を有する車載二次電池の放
電劣化の発生を防止できる。
【００１７】
　ハイブリッド車両によっては、ユーザによってシフトレバーがニュートラルポジション
にシフト操作されたときに、エンジンおよび回転電機を非駆動状態とする仕様のものがあ
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る。そこで、車載二次電池の充放電制御装置において、シフトポジションがニュートラル
ポジションであり、指標値が電池劣化発生閾値を超えるときに、ニュートラルポジション
を他のシフトポジションに変更するように報知を行う。ニュートラルポジションに放置さ
れると、エンジンから蓄電装置への電力供給が停止されて充電が行われない状態であって
も、ハイブリッド車両のライト、ランプ、空調装置、エンジンの点火装置、パワーステア
リング等で蓄電装置の放電が続くことがある。ニュートラルポジションにおけるこの放電
は、インバータ回路の動作に関するＷOUTの制限に関わりなく継続される。上記構成によ
れば、指標値が電池劣化発生閾値を超えるときに、ニュートラルポジションを他のシフト
ポジションに変更するようにユーザに報知を行うので、車載二次電池の放電劣化の発生を
防止できる。
【００１８】
　また、車載二次電池の充放電制御装置において、報知を行った後に指標値が二次電池の
劣化側に増加して予め定めた閾値増加量を超えるときに、二次電池の放電を停止させる処
理を実行する。これにより、警告報知をしたにも関わらずニュートラルポジションのまま
放置された場合等に、車載二次電池の放電劣化の発生を抑制できる。
【００１９】
　また、車載二次電池の充放電制御装置において、二次電池劣化発生防止のために警告報
知を行ったとき、ユーザによっては、その報知が行われたので一旦ニュートラルポジショ
ンから他のシフトポジションに変更し、その後あまり時間を置かずに、再びニュートラル
ポジションに戻すことがある。このような場合、二次電池である蓄電装置に十分な充電電
流が供給されないことが生じ、指標値が電池劣化発生閾値を超えることがある。このよう
なときは、放電に起因する劣化発生が有効に防止されないとして、前回の警告よりも強い
警告方法で、ニュートラルポジションを他のシフトポジションに変更するように報知を行
う。例えば音による報知のときは、前回よりも大きな音量で警告する、警告ランプの点灯
による報知のときは、前回よりも強い光で点灯する、あるいは前回が連続点灯のときは点
滅点灯を繰り返す、警告表示による報知のときは、大きな文字の表示とする。これにより
、警告報知によって一旦ニュートラルポジションから他のシフトポジションに変更された
後に、例えば、ニュートラルポジションと他のシフトポジションとの間で交互に変更がさ
れた場合等において、車載二次電池の放電劣化の発生を効果的に抑制できる。
【００２０】
　また、車載二次電池の充放電制御装置において、二次電池劣化発生防止のために放電停
止処理を行ったときに、ユーザによっては、放電停止処理が行われたことを知ってからあ
まり時間を置かずに、シフトポジションをニュートラルポジションに放置したまま、車両
に備えられている操作子を操作して放電停止解除要求をすることがある。このような場合
、ユーザの要求に応じて放電停止を解除すると、二次電池である蓄電装置に十分な充電電
流が供給されないことが生じ、放電に起因する劣化発生が有効に防止されない。このよう
なときは、ユーザの放電停止解除要求に対し所定の待機時間を付す。これにより、放電停
止処理が行われた直後等にユーザの操作によって放電停止解除が行われることを防止でき
るので、車載二次電池の放電劣化の発生を効果的に抑制できる。
【００２１】
　また、車載二次電池の充放電制御装置において、指標値は、二次電池の電極間における
電解液中のイオン濃度偏りを示す劣化評価値、または、二次電池の放電期間における電池
抵抗の上昇率、または、二次電池の放電電流値の時間積分値のいずれか１であるので、ハ
イブリッド車両の仕様に応じ、適切な指標値を用いることが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明に係る実施の形態の車載二次電池の充放電制御装置を含むハイブリッド車
両の制御システムを示す図である。
【図２】電解液中のイオン濃度が放電により偏る性質を有する二次電池の一例としてリチ
ウムイオン電池における放電時に電解液中のイオン濃度の偏りを示す図である。図２（ａ
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）は、放電時のリチウムイオン電池の状態を示す図、（ｂ）は、電解液におけるイオン濃
度の偏りを示す図である。
【図３】本発明に係る実施の形態の車載二次電池の充放電制御装置に用いられる指標値Ｅ
の一例である劣化評価値Ｄに用いられる忘却係数Ａにおける蓄電装置温度ＴB依存性を示
す図である。
【図４】本発明に係る実施の形態の車載二次電池の充放電制御装置における充放電制御の
手順を示すフローチャートである。
【図５】図４の履歴状態分けで履歴なしの状態とされるときの処理手順の詳細図である。
【図６】図４で用いられるＫ条件の論理値表である。
【図７】図４の履歴状態分けで警報報知履歴有りの状態とされるときの処理手順の詳細図
である。
【図８】図４の履歴状態分けで警報報知解除履歴有りの状態とされるときの処理手順の詳
細図である。
【図９】図４の履歴状態分けで放電停止履歴有りの状態とされるときの処理手順の詳細図
である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下に図面を用いて、本発明に係る実施形態を詳細に説明する。以下では、シフトポジ
ションがニュートラルポジションにあるときはエンジンの動作が停止して蓄電装置に充電
電流が供給されない仕様のハイブリッド車両を述べるが、これは蓄電装置に充電電流が供
給されない例示であって、これ以外の仕様のハイブリッド車両であってもよい。例えば、
エンジンと発電を行う回転電機等の間にクラッチが設けられ、クラッチを切ることでエン
ジンは動作を継続するがエンジンから蓄電装置への電力供給を停止する仕様のハイブリッ
ド車両であってもよい。
【００２４】
　以下では、車載二次電池としてリチウムイオン電池を述べるが、これは説明のための例
示である。ほとんどの二次電池は電解液を用いるので、その中で電解液中のイオン濃度が
放電により偏る性質を有する二次電池であればよい。以下では、二次電池が搭載されるハ
イブリッド車両として、２台の回転電機を備えるものを述べるが、これは説明のための例
示であって、回転電機の台数はいくつでもよい。また、以下では、全ての図面において同
様の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略する。
【００２５】
　図１は、車載二次電池の充放電制御装置を含むハイブリッド車両の制御システム１０の
構成を示す図である。ハイブリッド車両の制御システム１０は、シフトレバー機構１２と
、蓄電装置２０の放電可能状態に関する表示手段１３と、蓄電装置２０の放電劣化発生に
関する警告をユーザに報知する報知手段１４と、２台の回転電機１５，１６と、エンジン
１８と、エンジン１８と２台の回転電機１５，１６の間に配置される動力分配機構１７と
、回転電機１５，１６に接続される駆動回路１９と、駆動回路１９の充放電動作を制御す
る車載二次電池の充放電制御装置４０を含んで構成される。以下では、特に断らない限り
、車載二次電池の充放電制御装置４０を充放電制御装置４０と呼ぶ。
【００２６】
　シフトレバー機構１２は、ハイブリッド車両の運転装置の1つで、例えば、マニュアル
トランスミッションの歯車の組み合わせに対応するシフトポジションを切り替える操作レ
バー機構である。図１の例では、シフトポジションとして、ドライブポジション（Ｄ）、
リバースポジション（Ｒ）、パーキングポジション（Ｐ）、ニュートラルポジション（Ｎ
）が示されており、現在のシフトポジションはニュートラルポジション（Ｎ）である。シ
フトレバー機構１２におけるシフトポジションの状態は、適当な信号線を介して充放電制
御装置４０に伝送される。なお、このハイブリッド車両では、シフトポジションがニュー
トラルポジションにあるときにエンジン１８の動作は停止しており、ニュートラルポジシ
ョンからパーキングポジション等の他のシフトポジションに変更されると、エンジンが始
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動する仕様のハイブリッド車両である。
【００２７】
　表示手段１３は、充放電制御装置４０と適当な信号線で接続され、蓄電装置２０が放電
可能な状態か、放電停止の状態かをユーザに表示する装置である。表示手段１３における
表示部５０は「ＲＤ」の文字表示であり、蓄電装置２０が放電可能な状態のときは「ＲＤ
」の文字表示が点灯し、放電停止の状態のときは「ＲＤ」の文字表示が消灯する。「ＲＤ
」は、Ｒｅａｄｙ　ｆｏｒ　Ｄｉｓｃｈａｒｇｅの意味である。表示手段１３における操
作子５２は、蓄電装置２０が放電停止の状態のときに、放電停止解除要求をユーザが行え
るようにするユーザ操作子である。操作子５２がユーザによって操作されると、「ＲＢ」
信号が充放電制御装置４０に伝送される。操作子５２の詳細については、図９において詳
述する。
【００２８】
　報知手段１４は、充放電制御装置４０と適当な信号線で接続され、充放電制御装置４０
から伝送される指令に従って、警告をユーザに報知する装置である。報知されるのは、放
電による蓄電装置２０の放電劣化発生に関する警告である。報知手段１４におけるディス
プレイ５４は、警告メッセージを表示する表示装置である。報知手段１４におけるブザー
５６は、警告音を出力する発音体である。これらは報知手段１４の例示であって、これら
以外に、警告に応じて点灯または点滅する警告ランプ、警告メッセージを音声で出力する
スピーカ等を用いることができる。蓄電装置２０の放電劣化発生に関する内容、警告報知
の具体的内容については後述する。
【００２９】
　２台の回転電機１５，１６は、ハイブリッド車両の駆動源となるモータ・ジェネレータ
（ＭＧ）である。モータ・ジェネレータは、駆動回路１９から電力が供給されるときはモ
ータとして機能し、ハイブリッド車両の制動時には発電機として機能する三相同期型回転
電機である。２台の回転電機１５，１６を区別してＭＧ１，ＭＧ２と呼ぶ。ＭＧ１として
示される回転電機１５は、動力分配機構１７のエンジン１８側に接続され、動力分配機構
１７を介してエンジン１８によって駆動されて主として発電機能として働く。ＭＧ２とし
て示される回転電機１６は、動力分配機構１７におけるハイブリッド車両の駆動軸側に接
続され、駆動輪を駆動して主としてモータ機能として働く。
【００３０】
　エンジン１８は、ハイブリッド車両の駆動源の１つである内燃機関である。エンジン１
８は、例えば６気筒のピストン・シリンダ機構で構成される。エンジン１８と２台の回転
電機１５，１６の間に設けられる動力分配機構１７は、ハイブリッド車両の走行状態に応
じて、エンジン１８の出力と、ＭＧ１である回転電機１５への入出力と、ＭＧ２である回
転電機１６の出力との間で、発電に用いる分と駆動輪を駆動する分とを適切に分配する機
能を有する機構である。動力分配機構１７としては遊星歯車機構を用いることができる。
【００３１】
　駆動回路１９は、蓄電装置２０と、ＳＭＲとして示したシステムメインリレー２２と、
蓄電装置２０の電力を用いて動作する放電負荷２４と、電力変換器２６と、インバータ回
路２８とを含んで構成される。
【００３２】
　蓄電装置２０は、電解液を用いて構成される二次電池である。蓄電装置２０は、放電負
荷２４に直流電力を供給し、回転電機１５，１６に対し、電力変換器２６とインバータ回
路２８を介して電力を供給する。また、回転電機１５，１６からインバータ回路２８と電
力変換器２６を介して充電電力を受け取り充電される。かかる蓄電装置２０として、リチ
ウムイオン単電池を組電池化したリチウムイオン電池を用いる。リチウムイオン電池の他
にも多くの種類の二次電池を用いることができるが、以下では、特に電解液中のイオン濃
度が放電により偏る性質を有する二次電池を蓄電装置２０として用いる場合について述べ
る。
【００３３】
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　システムメインリレー２２は、蓄電装置２０と、駆動回路１９を構成する蓄電装置２０
以外の要素との間の電気的接続を遮断または接続するリレー装置である。システムメイン
リレー２２は、溶着等が生じると遮断または接続に支障を生じるので、ハイブリッド車両
のパワースイッチが入って電子制御ユニット（Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏｎｔｏｒｏｌ　Ｕ
ｎｉｔ：ＥＣＵ）が動作可能になってから、溶着等の安全チェックが行われ、その後に接
続状態とされる。システムメインリレー２２が接続状態となると、蓄電装置２０が放電可
能状態となり、表示手段１３の表示部５０において「ＲＤ」の文字表示が点灯する。後述
するように、蓄電装置２０の放電劣化を防止するために放電停止処理が実行されることが
ある。蓄電装置２０の放電停止処理は、充放電制御装置４０の制御の下で、システムメイ
ンリレー２２を遮断状態にする。このとき、表示手段１３の表示部５０において「ＲＤ」
の文字表示が消灯する。このように、システムメインリレー２２の遮断または接続状態は
、表示手段１３の表示部５０における「ＲＤ」の文字表示の消灯状態または点灯状態でユ
ーザに知らされる。
【００３４】
　放電負荷２４は、駆動回路１９の構成要素ではないが、蓄電装置２０からシステムメイ
ンリレー２２を介して供給される直流電力で動作する機器類である。一例を上げると、ハ
イブリッド車両のライト、ランプ、空調装置、エンジンの点火装置、パワーステアリング
等である。これらは、システムメインリレー２２が遮断されない限り、動作可能である。
換言すれば、インバータ回路２８の動作が停止されて回転電機１５，１６に蓄電装置２０
から電力が供給されないときでも、システムメインリレー２２が接続状態であれば、蓄電
装置２０から放電負荷２４に対し放電が行われる。
【００３５】
　電力変換器２６は、蓄電装置２０とインバータ回路２８の間に接続配置され、蓄電装置
２０の直流電圧値と、インバータ回路２８の正極側と負極側の間の電圧であるシステム電
圧値との間に電圧差があるときに、蓄電装置２０側の直流電圧値をインバータ回路２８の
システム電圧値に昇圧し、逆にインバータ回路２８のシステム電圧値を蓄電装置２０側の
直流電圧値に降圧する。電力変換器２６は、リアクトルと、スイッチング素子等を含んで
構成される。
【００３６】
　インバータ回路２８は、蓄電装置２０の直流電力と回転電機１５，１６の三相交流電力
との間の交直変換処理を行う回路である。交直変換は、蓄電装置２０の直流電力を回転電
機１５，１６の三相交流電力への変換、または、回転電機１５，１６の三相交流電力を蓄
電装置２０の直流電力への変換を含む。インバータ回路２８は、複数のスイッチング素子
と複数のダイオードとを含んで構成される。
【００３７】
　インバータ回路２８は、蓄電装置２０のＳＯＣが低下して下限値に達すると、蓄電装置
２０はこれ以上放電をすることができないとして、充放電制御装置４０の制御により、そ
の動作が停止される。これにより、回転電機１５，１６は動作が停止する。このときでも
蓄電装置２０に放電劣化が生じない状態であれば、蓄電装置２０は放電停止状態とされず
、システムメインリレー２２は接続されており、表示手段１４において表示部５０の「Ｒ
Ｄ」の文字表示は点灯が継続される。
【００３８】
　蓄電装置２０に接続される指標値算出部３０は、二次電池が放電によって電解液中のイ
オン濃度が偏る程度を示す指標値Ｅを算出する。算出された指標値Ｅは、適当な信号線を
介して充放電制御装置４０に伝送される。指標値Ｅの詳細な内容については後述する。
【００３９】
　充放電制御装置４０は、駆動回路１９を構成する蓄電装置２０、システムメインリレー
２２、電力変換器２６、インバータ回路２８の動作を全体として制御する。かかる充放電
制御装置４０は車両搭載に適したコンピュータを用いることができる。
【００４０】
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　充放電制御装置４０は、指標値算出部３０から伝送された指標値Ｅを取得する指標値取
得処理部４２、シフトレバー機構１２から伝送されるシフトポジション状態を取得するシ
フトポジション取得処理部４４を備える。これらによって、充放電制御処理に必要な指標
値が取得され、シフトポジション状態が取得される。また、充放電制御装置４０は、蓄電
装置２０の放電劣化を防止するために、例えば、シフトポジションがニュートラルポジシ
ョンにあるときは、ユーザに対しニュートラルポジションを他のシフトポジションに変更
するように、報知手段１４に対し所定の警告をユーザに報知させる等の処理を行う警告報
知処理部４６、警告報知を行っても、例えばユーザがニュートラルポジションに放置した
まま等のときに、蓄電装置２０の放電を停止させる等の処理を行う放電停止処理部４８を
含んで構成される。
【００４１】
　かかる機能は、充放電制御装置４０に搭載されたソフトウェアを実行することで実現さ
れる。具体的には、充放電制御装置４０がソフトウェアとしての充放電制御プログラムを
実行することで実現できる。かかる機能の一部をハードウェアで実現するものとしてもよ
い。
【００４２】
　ここで、蓄電装置２０が放電によって電解液中のイオン濃度が偏ることについて図２を
用いて述べる。図２（ａ）は、放電時のリチウムイオン電池の状態を示す図、（ｂ）は、
電解液におけるイオン濃度の偏りを示す図である。
【００４３】
　図２では、リチウムイオン電池を構成するリチウムイオン単電池３２を用いて説明する
。リチウムイオン単電池３２は、正極３４と負極３６とその間を満たす電解液３８を含ん
で構成される。正極３４と負極３６は、リチウムイオン（Ｌｉ+）を可逆的に吸蔵・放出
可能な材料で構成される。かかる正極３４として、コバルト酸リチウム等のリチウム遷移
金属酸化物が用いられ、負極３６として、炭素が用いられる。電解液３８は、ヘキサフル
オリン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）等のリチウム塩を、炭酸エチレンや炭酸ジエチル等の有
機溶媒に含ませたイオン電解液が用いられる。以下では、リチウム塩としてヘキサフルオ
リン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）を用いる。
【００４４】
　リチウムイオン単電池３２において、放電が継続すると、電池内部のリチウムイオン濃
度の偏りが生じる。その様子を図２（ｂ）に示した。
【００４５】
　このようなリチウムイオン濃度の偏りが生じると、電池抵抗が増加する。
【００４６】
　リチウムイオン電池である蓄電装置２０において、放電電流値の時間積分値（放電電流
値をＡとし、放電時間をｈとして、Ａｈの時間積分値）が高くなると、電解液３８のイオ
ン濃度が偏り、蓄電装置２０の放電期間における電池抵抗が上昇する。したがって、蓄電
装置２０の正極３４と負極３６の間における電解液３８中のイオン濃度偏り程度を示す指
標値Ｅとしては、蓄電装置２０の放電電流値の時間積分値、蓄電装置２０の放電期間にお
ける電池抵抗の上昇率、蓄電装置２０の正極３４と負極３６の間における電解液３８中の
イオン濃度偏りを示す劣化評価値を用いることができる。劣化評価値としては、特許文献
３に述べられている劣化評価値Ｄを用いることができる。以下では、指標値Ｅとして劣化
評価値Ｄを用いる。
【００４７】
　特許文献３に述べられているように、劣化評価値Ｄは、予め定めたサイクルタイムにお
ける各サイクルタイムの劣化評価値Ｄと、サイクルタイムの１サイクルにおける劣化評価
値Ｄの増加量Ｄ（＋）と減少量Ｄ（－）とから、Ｄ（今回のサイクルタイム）＝｛Ｄ（前
回のサイクルタイム）－Ｄ（－）＋Ｄ（＋）｝で算出される。最初のサイクルタイムにお
けるＤ（０）は、例えば０とする。
【００４８】
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　劣化評価値Ｄの増加量Ｄ（＋）は、蓄電装置２０の放電電流値が大きいほど、サイクル
タイムが長いほど大きな値となる。劣化評価値Ｄの減少量Ｄ（－）は、忘却係数Ａが大き
いほど、サイクルタイムが長いほど大きい値になる。
【００４９】
　忘却係数Ａは、蓄電装置２０の電解液３８中のリチウムイオン（Ｌｉ+）の拡散速度に
対応する係数で、忘却係数Ａは、サイクルタイムΔＴとの積が０から１までの値になるよ
うに設定される。図３に忘却係数Ａにおける蓄電装置温度ＴB依存性を示す。忘却係数Ａ
は、蓄電装置２０の温度ＴBが高いほど大きな値となる。したがって、蓄電装置２０の温
度ＴBから忘却係数Ａを求め、サイクルタイムΔＴと蓄電装置２０の放電電流値からＤ（
＋）を求め、サイクルタイムΔＴと忘却係数ＡからＤ（－）を求め、Ｄ（０）＝０として
、Ｄ（今回のサイクルタイム）＝｛Ｄ（前回のサイクルタイム）－Ｄ（－）＋Ｄ（＋）｝
の式から各サイクルタイムにおける劣化評価値Ｄ（Ｎ）が求められるので、これを指標値
Ｅとすることができる。
【００５０】
　上記構成の内容、特に充放電制御装置４０の各機能について、図４から図９を用いてさ
らに詳細に説明する。これらは、充放電制御装置４０における充放電制御の手順に関する
図である。図４は１制御周期において処理される全体手順を示すフローチャートで、図５
、図７～図９は、図４の手順の一部の内容を詳細に示すフローチャートである。これらに
おける各手順は、充放電制御プログラムの各処理手順に対応する。図６は、後述するＫ条
件の論理値表である。
【００５１】
　ハイブリッド車両において、パワースイッチがオン（Ｓ１０）されると、鉛蓄電装置等
の低電圧電源から各種のＥＣＵに電力が供給され、各種のＥＣＵの動作が開始し、例えば
システムメインリレー２２の安全確認等が実行される。パワースイッチのオンは、例えば
、イグニッションスイッチ等のスイッチ装置をユーザがオンすることで行うことができ、
あるいは、ユーザがリモートスイッチ装置を用いて遠隔非接触操作でスイッチ装置をオン
することで行うことができる。パワースイッチがオンされると、ハイブリッド車両の制御
システム１０の各要素が初期状態にセットされ、充放電制御装置４０において充放電制御
プログラムが立ち上がる。
【００５２】
　充放電制御プログラムの処理手順は、プログラムの初期化（Ｓ１２）、状態取得（Ｓ１
４）、履歴状態分け（Ｓ１６）を経て、４つの履歴状態に分岐する。４つの履歴状態は、
「履歴なし」（Ｓ２０）、「警報報知履歴有り」（Ｓ２２）、「警報報知解除履歴有り」
（Ｓ２４）、「放電停止履歴有り」（Ｓ２６）である。「履歴なし」（Ｓ２０）、「警報
報知履歴有り」（Ｓ２２）における処理が１制御周期内で順次処理されると、「ＲＥＴＵ
ＲＮ」としてＳ１４に戻る。Ｓ１４に戻ったのちは、前の制御周期における処理の間に生
じた状態取得を行い、それに基づいて４つの履歴状態の分岐に従って、次の制御周期にお
ける処理が実行される。制御周期において、「警報報知解除履歴有り」（Ｓ２４）、「放
電停止履歴有り」（Ｓ２６）の処理が終了すると、一通りの充放電制御プログラムの処理
が完了するので、一旦「ＥＮＤ」とされる。ハイブリッド車両においてパワースイッチが
オンされている間は、継続的に蓄電装置２０の放電劣化防止を行う必要があるので、「Ｅ
ＮＤ」とされたときはＳ１２に戻り、プログラムの初期化を経て、新しい放電制御処理が
開始する。
【００５３】
　充放電プログラムの初期化の手順（Ｓ１２）は、つぎのＳ１４で取得される全ての状態
変数を初期状態に設定する処理である。状態取得の手順（Ｓ１４）は、Ｓ１６以降の手順
に用いられる状態変数について、その制御周期における状態を取得する処理である。Ｓ１
６以降の手順に用いられる状態変数としては、図６のＫ条件の倫理値表に示されるＲＤ，
Ｎ，Ｅの論理値、４つの履歴状態（Ｓ２０，Ｓ２２，Ｓ２４，Ｓ２６）を区別する履歴状
態であるＭ１，Ｍ２，Ｍ３の論理値、その他各種タイマの経過時間、各種カウンタの計数
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値等である。これらの内容については、順次、以下で詳述する。
【００５４】
　履歴状態分けの手順（Ｓ１６）は、前の制御周期での処理の履歴の内容に応じて、今回
の制御周期における処理を分岐するための分岐設定処理である。履歴状態分けは、４つの
履歴状態に分ける。ここで、履歴は、「履歴なし」（Ｓ２０）の分岐処理で実行される警
告報知処理（Ｓ３０）の処理済みを示すＭ１、「警報報知履歴有り」（Ｓ２２）の分岐処
理で実行される警告報知解除（Ｓ３２）の処理済みを示すＭ２、放電停止処理（Ｓ３４）
の処理済みを示すＭ３の３つの履歴状態で示される。
【００５５】
　履歴状態分けの手順では、４つの履歴状態に従って以後の処理手順を分岐させる。１つ
目は、履歴状態が「履歴なし」（Ｓ２０）である。これは、Ｍ１＝Ｍ２＝Ｍ３＝０の状態
である。このときは、警告報知処理（Ｓ３０）が実行される。警告報知処理（Ｓ３０）が
処理済みになると、Ｍ１＝１への設定変更が行われる。２つ目は、履歴状態が「警告報知
履歴有り」（Ｓ２２）である。これは、Ｍ１＝１，Ｍ２＝Ｍ３＝０の状態である。このと
きは、警告報知解除（Ｓ３２）または放電停止処理（Ｓ３４）が実行される。警告報知解
除（Ｓ３２）が処理済みになると、Ｍ２＝１への設定変更が行われ、放電停止処理（Ｓ３
４）が処理済みになると、Ｍ３＝１への設定変更が行われる。
【００５６】
　ハイブリッド車両においてシフトポジションがニュートラルポジションにあって蓄電装
置２０に充電電流が供給されず、「ＲＤ」が点灯するシステムメインリレー２２が接続状
態にあると、蓄電装置２０からライト等の放電負荷２４へ放電が生じる。これにより、蓄
電装置２０の電解液３８中のイオン濃度偏り程度を示す指標値Ｅが劣化側になる。このよ
うなときに、１つ目の分岐における警告報知処理（Ｓ３０）は、シフトポジションをニュ
ートラルポジション以外に移すことを促す警告を報知する。この警告によってもシフトポ
ジションがニュートラルポジションのままであるとき、２つ目の分岐における放電停止処
理（Ｓ３４）は、システムメインリレー２２を強制的に遮断して「ＲＤ」が消灯する放電
停止状態とする。３つ目の分岐の「警告報知解除履歴有り」（Ｓ２４）における強度警告
報知処理（Ｓ３６）と、４つ目の分岐の「放電停止履歴有り」（Ｓ２６）における放電停
止強化処理（Ｓ３８）は、警告報知処理（Ｓ３０）と放電停止処理（Ｓ３４）の作用効果
を補強する処理である。
【００５７】
　図５は、履歴状態が「履歴なし」（Ｓ２０）の分岐における詳細な処理手順を示すフロ
ーチャートである。ここでは、状態取得処理（Ｓ１４）によって取得した状態変数に基づ
いて、Ｋ条件判断処理を行う（Ｓ４０）。Ｋ条件判断処理は、３つの状態変数ＲＤ，Ｎ，
Ｅの論理値の組合せに基づいて状態変数Ｋの論理値がＫ＝１かＫ＝０のいずれであるかを
判断する。図６は、Ｋ条件判断処理に用いる論理値表である。
【００５８】
　状態変数ＲＤは、蓄電装置２０が放電可能状態か放電停止状態かを示すものである。Ｒ
Ｄ＝１は放電可能状態で、システムメインリレー２２が接続状態となって継続期間Ｔ0以
上継続した状態のときである。このとき、表示手段１３の表示部５０において、「ＲＤ」
の文字表示が点灯する。ＲＤ＝０は放電停止状態で、システムメインリレー２２が遮断状
態のときである。このとき、表示手段１３の表示部５０において、「ＲＤ」の文字表示が
消灯する。したがって、充放電制御装置４０は、システムメインリレー２２の接続または
遮断状態を取得することで、蓄電装置２０が放電可能状態にあるか放電停止状態にあるか
の区別を行うことができる。あるいは、表示手段１３の表示部５０の「ＲＤ」の文字表示
が点灯状態にあるかまたは消灯状態にあるかを取得することで、蓄電装置２０が放電可能
状態にあるか放電停止状態にあるかの区別を行うことができる。
【００５９】
　状態変数Ｎは、広義では蓄電装置２０への充電電流が供給停止状態か供給状態かを示す
ものである。ここでは、シフトポジションがニュートラルポジションにあるときエンジン
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１８が停止するハイブリッド車両を対象とするので、状態変数Ｎの代表として、シフトポ
ジションの状態を示す。以下では特に断らない限り、ニュートラルポジションを単にＮポ
ジションと呼ぶ。Ｎ＝１はシフトポジションがＮポジションとなって継続期間Ｔ0以上継
続した状態で、蓄電装置２０への充電電流の供給が停止している状態である。Ｎ＝０はＮ
ポジション以外のシフトポジションの状態で、図１のＰ，Ｒ，Ｄの状態である。この状態
では、蓄電装置２０へ充電電流が供給される。
【００６０】
　状態変数Ｅは、蓄電装置２０の電解液３８中のイオン濃度偏り程度を示す指標値Ｅの状
態を示す。Ｅ＝１は、指標値Ｅが予め定めた電池劣化発生閾値Ｅ0を超えることが継続期
間Ｔ0以上継続した状態で、蓄電装置２０の電池劣化発生となる状態である。電池劣化発
生閾値Ｅ0は、この状態が継続すると、蓄電装置２０の電解液３８においてイオン濃度の
偏りが大きくなり、蓄電装置２０の内部抵抗が上昇し、また電極間で電流集中が生じ、蓄
電装置２０が放電劣化に至ることがあるので、その放電劣化が始まるポイント（放電劣化
開始ポイント）となる閾値を指標値Ｅに対して設定するものである。電池劣化発生閾値Ｅ

0は、蓄電装置２０の仕様に従って、実験的に予め定めることができる。
【００６１】
　継続期間Ｔ0を定めるのは、指標値Ｅが一時的に電池劣化発生閾値Ｅ0を超えても、その
後放電負荷２４の動作が停止する等で放電が行われなくなると指標値Ｅが低下するため、
誤判断を避けるためである。
【００６２】
　例えば、指標値Ｅとして劣化評価値Ｄを用いる場合、劣化評価値ＤにおけるＤ（－）は
、忘却係数Ａが大きいほど、サイクルタイムが長いほど低下する。蓄電装置２０の温度Ｔ

Bが大きいほど、忘却係数Ａは大きな値であるので、蓄電装置２０の温度ＴBが極低温でな
く適当な温度であれば、放電電流によるＤ（＋）が多少あっても、Ｄ（－）が十分大きけ
れば、時間経過と共に劣化評価値Ｄは小さくなる。同様に、指標値Ｅの他の例である蓄電
装置２０の内部抵抗の上昇率についても、指標値Ｅが一時的に電池劣化発生閾値Ｅ0を超
えても、その後放電負荷２４の動作が停止する等で放電が行われなくなると内部抵抗の上
昇率が低下する。したがって、誤判断を避けるのに適当な期間として、継続期間Ｔ0を定
めることができる。継続期間Ｔ0の一例としては、制御周期Δｔの数倍程度を用いること
ができる。例えば、Ｔ0＝３Δｔとすることができる。
【００６３】
　状態変数Ｅ＝１の内容として、指標値Ｅが予め定めた電池劣化発生閾値Ｅ0を超えるこ
とが継続期間Ｔ0以上継続した状態とすることに代えて、電池劣化発生閾値Ｅ0よりも大き
な値の第２閾値Ｅ1を設定し、指標値Ｅが電池劣化発生閾値Ｅ0を超えて、さらに第２閾値
Ｅ1を超えた状態をＥ＝１としてもよい。
【００６４】
　図６に示すように、状態変数Ｋは、ＲＤ＝Ｎ＝Ｅ＝１のときＫ＝１となり、それ以外は
Ｋ＝０となる。すなわち、状態変数Ｋは、ＲＤ，Ｎ，Ｅの３状態変数がすべて「１」とな
るＡＮＤ条件を満たすとき、Ｋ＝１となり、いずれか１つでも「０」となると、Ｋ＝０と
なる。
【００６５】
　Ｋ＝１となるときは、インバータ回路２８の動作が停止して、回転電機１５，１６が発
電を行わないので蓄電装置２０に充電が行われず、さらにシステムメインリレー２２は接
続状態であって、放電負荷２４が放電可能であって、蓄電装置２０の指標値Ｅが予め定め
た電池劣化発生閾値Ｅ0を超えることが継続期間Ｔ0以上継続したときである。
【００６６】
　再び図５に戻り、Ｋ条件判断の結果がＫ＝１か否かが判断される（Ｓ４２）。Ｓ４２の
判断が否定されるときは、Ｋ＝０で、蓄電装置２０の劣化発生の心配のない状態である。
この場合、その制御周期における処理は終了し「ＲＥＴＵＲＮ」となってＳ１４に戻る。
Ｓ４２の判断が肯定されるときは、Ｋ＝１であるので蓄電装置２０の放電劣化発生の可能
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性が高いので、ユーザに所定の警告が報知される（Ｓ３０）。この処理手順は、充放電制
御装置４０の警告報知処理部４６の機能によって実行される。所定の警告は、蓄電装置２
０の放電劣化発生防止の方策を取ることをユーザに促すものである。蓄電装置２０の放電
劣化発生防止のためには、Ｋ＝０とする必要があるが、図６に示されるように、Ｋ＝０の
条件は、ＲＤ＝０かＮ＝０かＥ＝０のいずれかを満たす必要がある。このうち、状態変数
Ｅはユーザが制御できるものではない。ユーザがＲＤ＝０とすると、ランプ等の放電負荷
に蓄電装置２０から電力が供給されなくなる。したがって、Ｋ＝０にするためにユーザが
とり得る最善の方策は、Ｎ＝０とすることである。そこで、所定の警告としては、ユーザ
に、シフトポジションをＮポジションから他のシフトポジションに変更することを促す内
容とする。報知は報知手段１４によって行われる。
【００６７】
　報知手段１４においては、ブザー５６がオンされ、ブザー音が出力される。さらに、デ
ィスプレイ５４に、「ブザーが鳴ったときはシフトポジションをニュートラルポジション
から他のシフトポジションに変更して下さい」等の注意書き表示が行われる。これは一例
であって、報知手段１４が警告ランプを備えるときは、警告ランプを点滅または点灯させ
、ディスプレイも備えるときは、ディスプレイに「ランプが点灯または点滅したときはシ
フトポジションをニュートラルポジションから他のシフトポジションに変更して下さい」
等の注意書き表示を行う。報知手段１４が音声スピーカを備えるときは、上記内容のメッ
セージを音声で報知する。報知手段１４がディスプレイのみを備えるときは、上記内容の
メッセージをディスプレイに表示する。なお、これらの組み合わせによって報知を行って
もよい。
【００６８】
　所定の警告報知が行われると共に、状態変数Ｍ１が「０」から「１」に変更される。状
態変数Ｍ１＝１は、所定の警告報知が行われた履歴を示すものである。状態変数Ｍ１＝１
となると、図４の履歴状態分け処理では、「警告報知履歴有り」（Ｓ２２）の分岐に移る
。Ｓ２２の分岐における処理では、警告報知が行われてからの経過時間Ｔ１を用いるので
、状態変数Ｍ１が「０」から「１」に変更されると共に、経過時間Ｔ１＝０にセットされ
、Ｔ１タイマが計時を開始する。また、Ｓ２２の分岐における処理で、指標値の増加量Δ
Ｅを用いるので、状態変数Ｍ１が「０」から「１」に変更されると共に、指標値の増加量
ΔＥ＝０にセットされ、ΔＥの増加量の計測が開始する。これらの設定（Ｓ４４）が終わ
ると、その制御周期における処理は終了し、「ＲＥＴＵＲＮ」となってＳ１４に戻る。
【００６９】
　次の制御周期では、Ｓ１４において、全ての状態変数の状態が取得され、Ｓ１６で改め
て履歴状態分けが行われる。Ｓ１４の状態取得処理で、Ｍ１＝１が取得されるので、Ｓ１
６の履歴状態分けでは、「警報報知履歴有り」（Ｓ２２）の分岐に進められる。図７は、
履歴状態が「警報報知履歴有り」（Ｓ２２）の分岐における詳細な処理手順を示すフロー
チャートである。
【００７０】
　「警報報知履歴有り」（Ｓ２２）の分岐では、ユーザが蓄電装置２０の放電劣化発生を
防止する方策を行ったときの処理と、警告の報知を行ってもユーザが蓄電装置２０の放電
劣化発生の防止のための方策を行わないときの処理とを含む。前者は、警報報知解除（Ｓ
３２）であり、後者は、放電停止処理（Ｓ３４）である。警報報知解除（Ｓ３２）と放電
停止処理（Ｓ３４）とは密接に関連している。すなわち、警報の報知を知ってユーザが自
発的にＮポジションから他のシフトポジションに移したときは警報報知の目的を達するの
で警報報知を解除する（Ｓ３２）。これに対し、ユーザが蓄電装置２０の放電劣化発生を
防止する方策を取らず、シフトポジションをＮポジションに放置したままのときは、指標
値Ｅが増加するので、充放電制御装置４０が強制的にＲＤ＝０とする。これが放電停止処
理（Ｓ３４）である。したがって、警報報知が解除されるときは放電停止処理を行うこと
はなく、逆に、警報報知の解除が所定時間内に行われないときには放電停止処理が行われ
る。すなわち、警報報知解除（Ｓ３２）と放電停止処理（Ｓ３４）とは、一方が実行され
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るとき他方は実行されない関係にある。
【００７１】
　「警報報知履歴有り」（Ｓ２２）の分岐においては、Ｋ条件判断が行われる（Ｓ４６）
。この判断処理の内容は、図５のＳ４０の内容と同じであるので詳細な説明を省略する。
Ｋ条件の判断について、Ｋ＝０か否かが判断される（Ｓ４８）。Ｓ４８の判断が肯定され
るときはＫ＝０であるので、例えば、ユーザが自発的にシフトポジションをＮポジション
から他へ移したことを示す。これにより蓄電装置２０の放電劣化発生の可能性が低くなる
ので、所定の警告の報知が解除される（Ｓ３２）。警告報知の解除は、報知手段１４によ
って行われる。報知手段１４において、ブザー５６がオフされ、ブザーは鳴ることを停止
する。また、ディスプレイ５４において、「有難うございました」等のメッセージが表示
される。報知手段１４が警告ランプを備えるときは、警告ランプがオフされ、警告ランプ
は点灯または点滅を停止して消灯する。報知手段１４が音声スピーカを備えるときは、上
記のメッセージを音声で報知する。
【００７２】
　所定の警告の報知の解除が行われると共に、状態変数Ｍ２が「０」から「１」に変更さ
れる。状態変数Ｍ２＝１は、所定の警告の報知が解除された履歴を示すものである。状態
変数Ｍ２＝１となると、図４の履歴状態分け処理では、「警告報知解除履歴有り」（Ｓ２
４）の分岐に移る。Ｓ２４の分岐における処理では、警告報知解除が行われてからの経過
時間Ｔ２を用いるので、状態変数Ｍ２が「０」から「１」に変更されると共に、経過時間
Ｔ２＝０にセットされ、Ｔ２タイマが計時を開始する。また、Ｓ２４の分岐における処理
では、ユーザが放電停止解除要求の操作を行った回数を計数するカウンタＣ１を用いるの
で、状態変数Ｍ３が「０」から「１」に変更されると共に、カウンタＣ１の計数値を０に
リセットする。これらの設定（Ｓ５０）が終わると、その制御周期における処理は終了し
、「ＲＥＴＵＲＮ」となってＳ１４に戻る。
【００７３】
　Ｓ４８の判断が否定されるときは、Ｋ＝１であって、警報報知をしたにも関わらずユー
ザがまだＮポジションのまま放置している状態である。この状態が長く続くと、蓄電装置
２０の放電劣化が防止できない。そこで、警報報知が行われたときからの時間Ｔ１が予め
定めた時間Ｔ１ｔｈを経過したか否かが判断される（Ｓ５２）。Ｔ１ｔｈは、Ｍ１＝１と
なったときをＴ１＝０とし、ユーザが自発的にシフトポジションを移すのに必要な時間を
考慮して定めることができる。一例を挙げると、Ｔ１ｔｈを数秒とすることができる。処
理タイミングの判断を容易にするため、Ｔ１ｔｈは制御周期の整数倍とする。Ｓ５２の判
断が否定されるときは、まだＴ１がＴ１ｔｈに達していないときであるので、この制御周
期のおける処理を終了させ、「ＲＥＴＵＲＮ」としてＳ１４に戻す。
【００７４】
　Ｓ５２の判断が肯定されると、警報報知が行われたときの時間Ｔ１＝０における指標値
Ｅ（Ｔ１＝０）を基準として、Ｔ１がＴ１＝０からＴ１ｔｈまで経過した間に指標値Ｅが
蓄電装置２０の劣化側に増加し、その増加量ΔＥ＝｛Ｅ（Ｔ１＝Ｔ１ｔｈ）－Ｅ（Ｔ１＝
０）｝が予め定めた閾値増加量（ΔＥ）0を超えたか否かが判断される（Ｓ５４）。これ
は、蓄電装置２０の放電劣化発生の可能性がさらに高くなったか否かを判断するためであ
る。
【００７５】
　閾値増加量（ΔＥ）0は、蓄電装置２０の放電劣化発生の可能性がさらに高くなると判
断される程度の増加量に設定される。例えば、Ｅ（Ｔ１＝０）の＋１０％を閾値増加量（
ΔＥ）0と設定することができる。この数値は説明のための一例であって、忘却係数Ａ等
に応じ、その他の適切な数値であってもよい。Ｓ５４の判断が否定されるときは、蓄電装
置２０の放電劣化の心配が少ないので、その制御周期の処理を終了し、「ＥＮＤ」として
Ｓ１２に戻す。Ｓ５４の判断が肯定されると、蓄電装置２０の放電を停止させる処理を行
う（Ｓ３４）。この処理手順は、充放電制御装置４０の放電停止処理部４８の機能によっ
て実行される。
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【００７６】
　蓄電装置２０の放電を停止させる処理としては、システムメインリレー２２を遮断する
ことで行われる。このとき、表示手段１３の表示部５０の「ＲＤ」の文字表示が消灯する
。これらの処理以外でも、蓄電装置２０の放電を停止させることができる処理を行えばよ
く、ハイブリッド車両の運転状況によっては、放電負荷２４の全ての機器等の動作を停止
させる等の処理を行ってもよい。なお、報知手段１４のブザー５６はオンのままであるが
、ディスプレイ５４の表示は、「速やかにシフトポジションをニュートラルポジションか
ら他のシフトポジションに変更して下さい」等のメッセージ内容に変更される。
【００７７】
　放電停止処理が行われると共に、状態変数Ｍ３が「０」から「１」に変更される。状態
変数Ｍ３＝１は、放電停止処理が実行された履歴を示すものである。状態変数Ｍ３＝１と
なると、図４の履歴状態分け処理では、「放電停止履歴有り」（Ｓ２６）の分岐に移る。
Ｓ２６の分岐における処理では、放電停止処理が行われてからの経過時間Ｔ３を用いるの
で、状態変数Ｍ３が「０」から「１」に変更されると共に、経過時間Ｔ３＝０にセットさ
れ、Ｔ３タイマが計時を開始する。また、Ｓ２６の分岐における処理では、ユーザがシフ
トポジションをＮポジションに戻す回数を計数するカウンタＣ２を用いるので、状態変数
Ｍ２が「０」から「１」に変更されると共に、カウンタＣ２の計数値を０にリセットする
。これらの設定（Ｓ５６）が終わると、その制御周期における処理は終了し、「ＲＥＴＵ
ＲＮ」となってＳ１４に戻る。
【００７８】
　Ｓ３４の処理を行うことで、例えば、Ｓ３０の警告の報知がなされたにも関わらず、シ
フトポジションをＮポジションのままユーザが放置した場合等であっても、蓄電装置２０
の放電劣化発生を抑制することができる。
【００７９】
　履歴状態分け処理（Ｓ１６）における「警告報知解除履歴有り」（Ｓ２４）の分岐では
、警告報知処理（Ｓ３０）、警告報知解除処理（Ｓ３２）の作用効果を補強する処理が行
われる。
【００８０】
　例えば、Ｓ３０の警告に応じてシフトポジションがＮポジションから他のシフトポジシ
ョンに変更されたときでも、その後直ちにＮポジションに戻される場合、あるいはＮポジ
ションと他のシフトポジションとの間で交互に変更がされた場合等において問題が生じる
。すなわち、ユーザによって一旦シフトポジションがＮポジションから他のシフトポジシ
ョンに変更する処理によって警告報知解除処理（Ｓ３２）が実行され、所定の警報報知は
解除されるが、その直後に再びＮポジションに戻されると、蓄電装置２０に対して十分な
充電電流の供給が行われないままシフトポジションはＮポジションにあることになる。こ
のときに、再度の警告報知を行うことがよいが、図４で説明したフローチャートの手順に
従えば、一旦、警告報知処理（Ｓ３０）が実行されると、Ｍ１＝１の履歴が残るので、履
歴状態分け処理（Ｓ１６）において「履歴なし」（Ｓ２０）に進めない。したがって、再
度の警告報知が行えず、放電に起因する劣化発生が有効に防止されない。そこで、このよ
うな場合に、警報報知解除が行われるとＭ２＝１の履歴が残るようにして、履歴状態分け
処理（Ｓ１６）において「警告報知解除履歴有り」（Ｓ２４）の分岐に進む。
【００８１】
　図８は、「警告報知解除履歴有り」（Ｓ２４）の分岐における詳細な処理手順を示すフ
ローチャートである。ここでは、警報報知解除処理（Ｓ３２）においてＭ２＝１に設定さ
れた時間Ｔ２＝０を基準にして、ユーザが他のシフトポジションからＮポジションに戻す
時間が短すぎないか否かが判断される。短すぎる時間を示すものとして、Ｔ２ｔｈを用い
る。Ｔ２ｔｈは、Ｎポジションと他のシフトポジションとの間で交互に変更がされた場合
を判別できる程度に短い期間に設定される。例えば、制御周期Δｔの数倍程度の期間とす
る。一例としては、Ｔ２ｔｈ＝（５～１０）Δｔとする。このような短い期間のときは、
劣化評価値ＤにおけるＤ（－）が小さい値で、放電に起因する劣化発生が有効に防止され
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ない。上記の数値は説明のための一例であって、忘却係数Ａ等に応じ、その他の適切な数
値であってもよい。
【００８２】
　Ｔ２ｔｈを上記のように定めて、Ｔ２＝Ｔ２ｔｈに到達したか否かが判断される（Ｓ５
８）。Ｓ５８の判断が否定されると、その制御周期における処理は終了し、「ＲＥＴＵＲ
Ｎ」となってＳ１４に戻る。次の制御周期では、履歴状態分けでＳ２４に進み、上記のＳ
５８の判断が行われる。その時点でＴ２＝Ｔ２ｔｈに到達しているとＳ５８の判断が肯定
されるので、シフトポジションの状態を取得し、シフトポジションがＮポジションである
か否かが判断される（Ｓ６０）。Ｓ６０の判断が否定されると、その制御周期における処
理は終了し、「ＲＥＴＵＲＮ」となってＳ１４に戻る。
【００８３】
　次の制御周期等において、Ｓ６０の判断が肯定されるときは、次の状態と考えられる。
すなわち、ユーザが警報報知を知って一旦Ｎポジション以外のシフトポジションに変更し
、これによって警報報知解除とされ、その後、Ｔ２＝０からＴ２ｔｈまでの短い時間の間
にユーザがシフトポジションを再びＮポジションに戻した状態である。このように、Ｎポ
ジション以外のシフトポジションに変更しても短時間にまたＮポジションに戻されると、
蓄電装置２０に十分な充電が行われず、放電劣化を防止できないことが生じる。そこで、
警報解除後の短時間にＮポジションに戻される回数をカウンタＣ１で計数する。すなわち
、Ｓ２４の分岐処理に入ってＳ５８が肯定されさらにＳ６０が肯定されるとカウンタＣ１
の計数値を＋１増加させ、タイマＴ２を０にリセットする（Ｓ６２）。そして、カウンタ
Ｃ１の計数値が予め定めた閾値回数Ｃ１ｔｈに到達したか否かが判断される（Ｓ６４）。
Ｃ１ｔｈは１以上の整数に設定することができる。ユーザが何かの過誤で警報解除後の短
時間にＮポジションに戻すこともあり得るので、Ｃ１ｔｈは、２または３とすることが好
ましい。Ｓ６４の判断が否定されると、その制御周期における処理は終了し、「ＲＥＴＵ
ＲＮ」となってＳ１４に戻る。
【００８４】
　次の制御周期等においてＳ６４が肯定されるときは、ユーザがシフトポジションをＮポ
ジションに移したタイミングが意図的に速すぎると判断され、前回の所定の警告よりも強
い警告方法で強度警告の報知が行われる（Ｓ３６）。この処理手順は、充放電制御装置４
０の警告報知処理部４６の機能によって実行される。警告の内容は、図５のＳ３０の所定
の警告の内容と同じで、ユーザに、シフトポジションをＮポジションから他のシフトポジ
ションに変更することを促す内容である。報知は報知手段１４によって行われる。
【００８５】
　前回の所定の警告よりも強い警告方法とは、ユーザに対し、より明確に所定の警告の内
容が伝達される方法である。報知手段１４において、ブザー５６の音量を前回よりも大き
な音量とし、ディスプレイ５４に、例えば「ニュートラルポジション以外のシフトポジシ
ョンにしばらく固定したままとして下さい」等のメッセージを表示する。ディスプレイ５
４における文字やキャラクタをより大きめとしてもよい。報知手段１４が警告ランプを備
えるときは、警報ランプの点灯明るさをより明るくし、または点滅頻度を多くして、頻繁
に強い光で点滅させる。報知手段１４が音声スピーカを備えるときは、音量を大きくし、
上記のメッセージを出力する。
【００８６】
　Ｓ３６の強度警告報知処理が行われると、これまでの一連の蓄電装置２０の劣化防止に
関する処理を終了し、「ＥＮＤ」としてＳ１２に戻す。このように、ユーザに強い警告を
行って注意喚起をして、初期状態に戻す。これに代えて、強度の警告報知に応じてユーザ
がＮポジションにしばらく固定する処理を行うことを確認してから、「ＥＮＤ」としてＳ
１２に戻すことにしてもよい。強度警告報知処理（Ｓ３６）の手順を行うことで、Ｓ３０
の警告に応じてシフトポジションがＮポジションから他のシフトポジションに変更された
ときでも、Ｎポジションと他のシフトポジションとの間で交互に変更がされた場合等に対
応でき、ユーザの利便性低下を抑制しながら、警告報知処理（Ｓ３０）、警告報知解除処
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理（Ｓ３２）の作用効果を補強できる。
【００８７】
　再び図４に戻り、履歴状態分け処理（Ｓ１６）における「放電停止処理履歴有り」（Ｓ
２６）の分岐では、放電停止処理（Ｓ３４）の作用効果を補強する処理が行われる。
【００８８】
　例えば、二次電池劣化発生防止のために放電停止処理（Ｓ３４）が行われると、表示手
段１３の表示部５０の「ＲＤ」の文字表示が消灯する。ユーザがこれを見て、シフトポジ
ションをＮポジションに放置したまま、車両に備えられている操作子５２を操作して放電
停止解除要求をすることがある。このような場合、ユーザの要求に応じて放電停止を解除
すると、二次電池である蓄電装置２０に十分な充電電流が供給されないことが生じ、放電
に起因する劣化発生が有効に防止されない。そこで、放電停止処理（Ｓ３４）が行われた
ときは、Ｍ３＝１の履歴を利用して、履歴状態分け処理（Ｓ１６）において「放電停止履
歴有り」（Ｓ２６）の分岐に進む。
【００８９】
　図９は、「放電停止履歴有り」（Ｓ２６）の分岐における詳細な処理手順を示すフロー
チャートである。ここでは、放電停止処理（Ｓ３４）においてＭ３＝１に設定された時間
Ｔ３＝０を基準にして、ユーザが操作子５２を操作した時間が短すぎないか否かが判断さ
れる。短すぎる時間を示すものとして、Ｔ３ｔｈを用いる。Ｔ３ｔｈは、Ｔ２ｔｈと同程
度の時間に設定することができる。例えば、Ｔ３ｔｈを制御周期Δｔの数倍程度の期間と
する。上記の数値は説明のための一例であって、その他の適切な数値であってもよい。
【００９０】
　Ｔ３ｔｈを上記のように定めて、Ｔ３＝Ｔ３ｔｈに到達したか否かが判断される（Ｓ６
６）。Ｓ６６の判断が否定されると、その制御周期における処理は終了し、「ＲＥＴＵＲ
Ｎ」となってＳ１４に戻る。次の制御周期では、履歴状態分けでＳ２６に進み、上記のＳ
６６の判断が行われる。その時点でＴ３＝Ｔ３ｔｈに到達していればＳ６６の判断が肯定
されるので、シフトポジションの状態を取得し、シフトポジションがＮポジションである
か否かが判断される（Ｓ６８）。Ｓ６８の判断が否定されるときは、シフトポジションが
Ｎポジション以外であるので、放電停止処理（Ｓ３４）の目的を果たすので、放電停止処
理解除が行われる（Ｓ７８）。放電停止処理解除は、システムメインリレー２２を接続状
態に戻す。これにより、表示手段１３のディスプレイ５０において「ＲＤ」の文字表示が
点灯される。そして、その制御周期における処理は終了し「ＥＮＤ」となってＳ１２に戻
る。
【００９１】
　次の制御周期等において、Ｓ６６，Ｓ６８の判断が肯定されると、操作子５２が操作さ
れたか否かが判断される。操作子５２が操作されると「ＲＢ信号」が０から１に変更され
て充放電制御装置４０に伝送されるので、「ＲＢ信号」が１か否かを判断する（Ｓ７０）
。Ｓ７０の判断が否定されるときは、操作子５２は操作されていないが、シフトポジショ
ンがＮポジションのままであるので、その制御周期における処理は終了し、「ＲＥＴＵＲ
Ｎ」となってＳ１４に戻る。Ｓ７０の判断が肯定されるきは、次の状態と考えられる。す
なわち、二次電池劣化発生防止のために放電停止処理（Ｓ３４）が行われたときに表示手
段１３の表示部５０の「ＲＤ」の文字表示が消灯する。ユーザがこれを見て、シフトポジ
ションをＮポジションに放置したまま、車両に備えられている操作子５２を操作して放電
停止解除要求をした状態である。
【００９２】
　放電停止処理（Ｓ３４）が行われた後、短時間のうちに、このユーザの放電停止解除要
求に応じると、蓄電装置２０に十分な充電が行われず、放電劣化を防止できないことが生
じる。そこで、シフトポジションをＮポジションに放置したまま、放電停止処理（Ｓ３４
）が行われた後短時間でユーザが操作子５２を操作した回数をカウンタＣ２で計数する。
すなわち、Ｓ２６の分岐処理に入ってＳ６６，Ｓ６８，Ｓ７０が肯定されるとカウンタＣ
２の計数値を＋１増加させ、タイマＴ３を０にリセットする（Ｓ７２）。そして、カウン
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タＣ２の計数値が予め定めた閾値回数Ｃ２ｔｈに到達したか否かが判断される（Ｓ７４）
。Ｃ２ｔｈは１以上の整数に設定することができる。ユーザが何かの過誤で操作子５２を
操作することもあり得るので、Ｃ２ｔｈは、２または３とすることが好ましい。Ｓ７４の
判断が否定されるときは、放電停止が継続され、表示手段１３の表示部５０の「ＲＤ」は
消灯したまま（Ｓ７６）で、その制御周期における処理は終了し、「ＲＥＴＵＲＮ」とな
ってＳ１４に戻る。
【００９３】
　次の制御周期等においてＳ７４が肯定されるときは、ユーザがシフトポジションをＮポ
ジションに放置したまま意図的に操作子５２を操作したものと判断され、放電停止強化処
理が行われる（Ｓ３８）。この処理手順は、充放電制御装置４０の放電停止処理部４８の
機能によって実行される。放電停止強化処理（Ｓ３８）の内容としては、ユーザの操作子
５２の操作が行われても放電停止解除を行わず、予め設定された待機時間Ｔｄを付加する
。待機時間Ｔｄは、ユーザの操作子５２の操作時からＴｄの時間を経過した後に、放電停
止解除を行うこととする時間である。待機時間Ｔｄは、ユーザが自発的にシフトポジショ
ンを移すのに必要な時間を考慮して定めることができる。一例を挙げると、Ｔｄを数秒と
することができる。待機時間Ｔｄの設定に関して、報知手段１４のディスプレイ５４にお
いて、「放電停止解除要求を受けましたが、これを実行することができません。速やかに
シフトポジションをニュートラルポジションから他のシフトポジションに変更して下さい
」等のメッセージ内容を表示することがよい。
【００９４】
　Ｓ３８の放電停止強化処理が行われると、これまでの一連の蓄電装置２０の劣化防止に
関する処理を終了し、「ＥＮＤ」としてＳ１２に戻す。このように、ユーザの操作子５２
の操作に対して注意喚起をして、初期状態に戻す。これに代えて、待機時間Ｔｄの経過中
にユーザがＮポジション以外のシフトポジションに移す処理を行うことを確認してから、
「ＥＮＤ」としてＳ１２に戻すことにしてもよい。放電停止強化処理（Ｓ３８）の手順を
行うことで、放電停止処理（Ｓ３４）の後でユーザが放電停止解除要求を行ってきたとき
でも、ユーザの利便性低下を抑制しながら、放電停止処理（Ｓ３４）の作用効果を補強で
きる。
【００９５】
　上記構成により、電解液中のイオン濃度が放電により偏る性質を有する二次電池につい
て、放電による電解液中のイオン濃度の偏りを抑制し、また、放電による電解液中のイオ
ン濃度の偏りの進行を抑制できるので、二次電池の放電劣化の発生を抑制できる。
【符号の説明】
【００９６】
　１０　ハイブリッド車両の制御システム、１２　シフトレバー機構、１３　表示手段、
１４　報知手段、１５，１６　回転電機、１７　動力分配機構、１８　エンジン、１９　
駆動回路、２０　蓄電装置、２２　システムメインリレー（ＳＭＲ）、２４　放電負荷、
２６　電力変換器、２８　インバータ回路、２９　負荷、３０　指標値算出部、４０　（
車載二次電池の）充放電制御装置、４２　指標値取得処理部、４４　シフトポジション取
得処理部、４６　警告報知処理部、４８　放電停止処理部、５０　表示部、５２　（放電
停止解除要求）操作子、５４　ディスプレイ、５６　ブザー。
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